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変化する荷主の　ニーズと
不動産マーケットに　与える影響

　世の中、需給バランスがひっ迫すればモノの値
段が上昇し、緩めば低下するのは自然の摂理。そし
て、今、物流業界を取り巻くコストが厳しさを増す
状況にあるのは、業務に携わる方々が、皆一様に感
じているところではないだろうか。物流コストは、大
きく人件費、輸送費、そして施設費に分けられるが、
それぞれが明らかに上昇基調にある。
　まず人件費だが、直接物流を担うトラックドライ
バー不足の問題はもとより、昨今は物流拠点を考
える要素の中で、庫内ワーカーの人材確保とその
人件費が非常に重要な項目となっている。「働き甲
斐のある」「働きやすい」ハイグレードな物流施設、
通勤の利便性の高い物流施設は、他の施設に対す
る大きな差別化要因となるほどだ。特に、アパレル
などの比較的多くの人手が必要な業種などでは、
人材確保とそれにかかる人件費は、センター運営
の成否に関わる重要な課題だと言えるだろう。
　輸送費に関しては、トラックの軽油等燃料費の上
昇が切実な問題だ。こうした燃料費の上昇に対し
て、各企業は、輸送網の見直しや共配などの選択を
迫られたりしている。また、その一方で、他業者との
競争、サービスの維持向上の観点から仕組みの切
り替えがなかなか進まないのも事実としてある。
　こうした物流コストが上昇する中で、追い打ちを
かけるように物流施設の賃料も確実に上昇傾向に
ある。背景には、物流適地における賃貸施設マー
ケットのひっ迫、建築費の高騰などが挙げられるが、
東京近郊でエリアを問わず上昇しているのは、左記
グラフをご覧いただければ一目瞭然である。
　個々上昇する物流コスト。しかし、それをトータル
した売上高物流コストの比率は、近年、5％を切り
大きな変動がなく推移している。いや、過去からの
流れは、むしろダウントレンドと言ってもいいだろ
う。このマジックの種は、いったいどこにあるのか？
もちろんこれは手品でもなんでもなく、各企業は売
上を伸ばしながら、維持しながら物流効率化を図
り、または設備投資してオートメーション化やネット
ワークの改善を進め、そして物流拠点の集約統合、
配送時間短縮を目指して拠点見直しを行ってきた
ことの結果に他ならない。
　今号の「物流マーケット情報」では、このような物
流を取り巻く状況を荷主の視点から調査・分析し、
的確なソリューションを提供する物流コンサルティ
ング会社3社に取材し、昨今の市場と荷主の変化
と、そこで求められる物流施設のあり方についてま
とめてみた。

物流マーケット情報

八潮、草加、三郷、越谷、杉戸町
浦安、市川

流山、柏、野田、松戸
川崎区、鶴見区、中区

厚木、海老名、平塚
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物流マーケット情報

　当社は1970年、経営コンサルタントとし
て第一人者であった舩井幸雄が「日本マーケ
ティングセンター」として設立したコンサル
ティングファームです。以来、常に業界のリー
ディングカンパニーとして実績を積み上げ、
1985年には上場準備に伴い現社名に変
更。1988年には経営コンサルティング業界
では世界で初めて上場を果たしました。現在
は東京証券取引所1部に上場しております。
　当社のサービスの特長は2つあります。即
時業績向上をテーマとした売上向上のため
の仕組みづくりや、コスト削減などの実務に
主軸を置いている点。もう1つは業種別、
テーマ別の2つの視点からコンサルティング
サービスを提供している点です。業種別で
は現在約110業種別研究会を設置し、専門
分野に特化した業績向上の成功事例を共有
しています。一方、物流をはじめ、財務、教育、
後継者育成などのテーマ別にも専門のコン
サルタントを配しています。私の専門は
SCMおよびロジスティクスですが、この部
門だけでも11人のスタッフがいます。
　例えば多くの物流コンサルティング会社
では、まず顧客企業のビジネスモデルを把
握するところから業務を始める必要がある
のですが、当社では業種別、テーマ別のいわ
ば、縦軸と横軸を組み合わせたコンサルティ
ングを行うため、より迅速に企業のバリュー
アップを実現することが可能になるのです。
　

　このところ、顧客企業から売上の向上を目
的とした物流体制の強化の相談が増えてい
ます。以前、特にリーマンショック後しばらく
は、物流拠点の集約や業者変更など、コスト
削減の依頼が90％近くを占めていたので
すが、現在は依頼の80％以上が売上を伸ば
すために物流体制を強化したいという企業
からの相談となっています。
　この変化の背景にあるのは経済環境の好
転もありますが、最大の要因は通信販売の
拡大だと考えています。リアルマーケットだ
けではなく、WEBマーケットでの売上拡大の
ために、メーカー、小売業とも多くの企業が
通販に力を入れています。こうした中、物流
において売上に直結するサービスレベルの
向上の最大のポイントは納期の短縮です。具
体的には、注文の締切時間をできるだけ遅く

し、注文から到着までの納期の短縮を実現す
ることです。最近では8～10時間後の納品
を目指そうという動きになっています。
　5～6年前と比べるとヤマト運輸や佐川急
便などの路線業者の対応力が非常に上がっ
たため、東京、あるいは大阪近郊の1拠点に
物流センターを集約しても、及第点レベルの
全国配送を構築することは可能です。しか
し、今日のようにECの納期対応サービスレ
ベルが向上すると、東京１拠点では翌日納品
を行うためには受注締切時間を早くせざる
を得ないのです。そうせず受注締切時間を
遅くすると翌日配送エリアが狭まってしまう
等、サービスレベルが低下してしまいます。
それは関東１拠点型の物流センター体制の
企業に多く、結果として西日本での売上が伸
び悩むといったケースが散見されます。
　このため、物流施設の多拠点化を実施す
る企業が増えており、特に小売業ではこの傾
向が顕著で、従来の物流と通販を分けてセ
ンターをつくる企業も増えています。なぜな
ら、従来型の物流と通販のそれとは、在庫数
量も出荷単位も異なり、同じ拠点の在庫で
両方を実施しようとすると、作業オペレー
ションが複雑になり、効率的なオペレーショ
ンができないからです。そのためビジネスと

して成功を目指すなら、通販を分けて拠点を
開発する必要がありますし、同一拠点内で
も、せめてフロアを分ける程度の配慮は必
要だと言えます。
　分けるといっても、増やすべきなのは保管
倉庫ではなく、輸送・保管・入出荷・流通加工・
梱包の5機能を備えた物流センターを構築
することを指しています。こうした投資に対
して、以前はコストの総額が問題視されまし
たが、現在では、売上に対するコスト比率が
重視される傾向にあり、売上を上げるために
物流コスト比率が同じであれば物流拠点構
築にコストを掛けていこうという考え方を持
つ企業が増えてきました。一般には、東京プ
ラス関西、あるいはその逆といった多拠点化
が多いのですが、この場合には在庫管理に
注意が必要です。拠点が分散すればするほ
ど安全在庫が増え、結果的に業績悪化につ
ながるため、しっかりとした在庫管理のルー
ルを決め、徹底することが重要になります。
　では、全国にどれだけ持てばいいのかと言
うと、正解はありません。例えば、翌日配送は
本州だけでいいというのであれば1拠点で
もまかなえるかもしれません。要はその企業
の経営戦略であり、サービスレベルをどこま
で上げようとするかによって変わるもので

しょう。実際には、多拠点化を実施し、受注時
間の後ろ倒しと翌日配送という全国同一レ
ベルのサービスを実現して、売上をアップさ
せた企業の例はいくつもあります。

　こうした荷主企業のビジネスモデルの変
化は、物流施設のあり方にも変化をもたらし
ています。まずエリアについてですが、BCP
の観点から、とりあえず湾岸エリアからは離
れようという意識はあるようです。しかし、東
日本大震災直後の2011年の秋頃をピーク
に、最近では、BCPはいくつかある施設要件
の1つではあっても最重要課題ではなくなっ
てきており、優先順位は下がっているようで
す。BCPがクリアできても、サービスレベル
がクリアできないのでは、今日のニーズには
そぐわなくなっているからです。
　都心への交通アクセスを考えると、関東圏
であれば、以前は国道16号線沿い、あるい
は外環自動車道沿いが良いと言われてきま
したが、最近では圏央道周辺の評価が上がっ
ているようで、顧客企業の経営者の方から
も、よく話が出るようになっています。久喜
周辺がそのエリアに該当しますが、圏央道全
体が開通すれば、もっと人気が高まるのでは
ないでしょうか。また、外環自動車道と常磐
道の結節点である三郷周辺も、ホットなス
ポットになっています。
　我々が顧客企業に勧める物件は、コストよ
り立地を重視しています。多少コストが上
がっても、客数を増やしていくにはサービス
レベルを上げなくてはならない。そのために
は物流センターの立地が大きな要素になる
からです。その観点から言うと、路線業者の
旗艦店の近くに拠点を持つという考え方で
す。旗艦店に近いほど、時間が短縮できるか
らです。ある包装資材の企業は土地コストが
安いことから栃木に物流拠点を出しました
が、東京への配送は不便なものの、それでも
路線会社の旗艦店の近くであることにはこ
だわっていました。拠点自体のコストが安く、
しかも輸送のサービスレベルも充足できる
という考えからの拠点展開だと言えます。
　路線会社側も、ヤマト運輸は羽田、厚木、
大阪などに旗艦店を作る動きがありますし、
佐川急便も自ら大型センターを全国展開し
ていくことを公表しています。また、他の大
手路線会社もこの流れに追随して、設備投
資を進めています。本来なら、路線会社が物
流拠点を持って、そこで通販の仕分けをする

のが一番美しいモデルですから、このニーズ
は今後、ますます顕著になっていくのではな
いでしょうか。
　加えて立地の観点から言うと、人材調達が
しやすい地域であることも重要な要点です。
いくら格安の施設を手配したとしても、あま
りに交通の便が悪く、労働人口が少ない地
域では、人材獲得コストの方が高くつく可能
性があるからです。また、施設面から見ると、
災害対策がなされていることも重要です。
例えば免震など、オフィスビルなどと比較し
ても施設選びの優先順位の上位にあり、荷
主サイドでも免震が当たり前のような印象
を持っているほどです。ただし、最近着工す
る施設では、建築費の高騰により、免震では
建設単価が上がりデベロッパーの収益を悪
化させかねないことから、徐々に減りつつあ
るようです。その分、地盤が強固なエリアを
選んで、耐震設計程度にとどめている企業
も増えているようです。
　これら人材確保や施設の安全性の面から
考えて、昨今の大型物流施設やハイスペック
な施設の需要が高いのはご存知のとおりで
す。庫内作業、配送費、人材コストという、物
流コストにおける三大要素のバランスを上
手にとることで、新しい拠点の運営戦略を作
ることが重要になっているのです。
　最近の荷主サイドの動きとして、顧客企業
から東京・大阪の大都市圏だけでも自社物
流にすべきではないか、という相談もありま
す。通販で売上が200億～300億円を超え
てくると、路線会社に対する依存度が高くな
り、配送料の値上げがあると利益の数％が
一気に消えていくわけですから、いわば当然
の発想と言えるでしょう。ただし自社物流と
いっても、先に挙げた、輸送・保管・入出荷・流
通加工・包装梱包の5機能すべてを行うわけ
ではありません。中でも重視されているの
は、リードタイムを短縮し、しかも輸送コスト
を安くするために、顧客までのいわゆる「ラ
スト1マイル」を自社車両でルート配送しよ
うという動きが出てきています。そうなると
当然、物流センターも自社車両を置いてお
くことを前提とした施設が求められるように
なるでしょう。
　かつては自社調達だった物流が、時代とと
もにアウトソーシング中心になってきました
が、それを改めて自社物流に切り替える企業
が出てきています。それだけ物流における
サービスレベルの向上が、売上アップのため
の重要なポイントになっているといえます。
こうした動きに伴い、大型施設の借り手も、

かつては3PL事業者がほとんどでしたが、現
在は荷主企業が直接借りる、もしくは荷主が
物件を探し、アウトソーサーである3PL事業
者が代わりに借りるというケースが増えてき
ています。つまり、それだけ物流マーケットが
重視されていると言うことでしょう。

　当社では、顧客企業から、3PL事業者選択
のためのコンペのジャッジを依頼されること
があります。そうした際には、

1.荷主のビジネスモデルへの理解
2.スタートから安定までの立ち上げスピード
3.ITのシステムリテラシー　

の3点を重視します。ITリテラシーとは、シス
テム開発の知識があるかどうか、あるいは改
善のための提案が出来るかどうかを指して
います。
　また、施設面で力量は

1.ワーカーの人材調達力
2.輸送網の調達力
3.拠点調達力（扱い量が増えたとき自社保
　有、もしくは代替施設を準備できるか）

で測っています。
　加えて物流センターの物件環境としては、
これまで述べてきたように

1.人材を確保しやすいエリアか　
2.夜間稼働ができるか　
3.路線企業の旗艦店が近くにあるか

を重視しています。
　こうして見ると、どうしても提案レベルの
高い企業に偏る傾向があり、一方、中途半端
な企業は市場から退出せざるを得ないのが
現状でしょう。事実、コンペの参加者も提案
レベルの高い企業ばかりです。
　こうした中、物流会社も、総合型の割合が
減り、足回りに特化した輸送型、地域に特化
した倉庫型など、それぞれの強みに合わせ
て差別化を図ろうとしています。
　荷主企業のニーズに適応した企業だけが
生き残る、厳しい時代が到来した、と言える
のではないでしょうか。

廣田　幹浩 氏
M I K I H I R O   H I R O T A

通販の拡大に対応した
業者・施設のみが生き残る、
物流サバイバル時代の到来。

経営戦略事業部　チームリーダー
シニア経営コンサルタント

株式会社 船井総合研究所

業種別とテーマ別、２つの視点で
顧客企業の業績改善をサポート

通信販売の拡大によって
集約から分散へ移行する物流拠点

荷主のビジネスモデルの変化で
物流企業へのニーズにも異変が

資金力のある大手物流企業の
優位性がますます顕著に
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物流マーケット情報

　当社は日本通運の子会社として設立以
来、物流のシンクタンクとして50年以上の
歴史を誇っています。当社の業務は、主に官
公庁や諸団体の依頼による調査研究業務
と、民間企業の依頼によるコンサルティング
業務や教育業務の2種に大別されます。
　後者のコンサルティング業務は30年程前
から本格的に開始したものです。従来は日本
通運のお客様に対して、物流コスト改善や業
務効率化を拠点レベルで進めていく案件が
大半でした。しかし2000年以降、3PLが一
般化し始めた頃からでしょうか、物流を経営
の重要な課題として捉えた上で、自社の物流
の全体像やあるべき姿を再構築したい、とい
う依頼が目立って増えてきました。「物流の
あるべき姿」というフレーズは、今や当社の
コンサルティングを象徴するキーワードと
言っても良いかもしれません。このような案
件の多様化と共に、日本通運との取引の有
無とは関係なく、様々な企業から直接案件を
受託して、第三者的な立場で顧客企業の課
題解決を目指すケースが拡大しています。
　3PL事業者選定の企画・評価支援業務も、
そのようなテーマの１つです。3PL事業者選
定コンペのプレゼンに立ち会う際、日本通運
と鉢合わせになり、気まずくなることもありま
す。しかしその場合には、当社はお客様の一
員として参加しているので、当然ながら評価
はあくまでも客観的かつ公正、厳正に行って
います。このような取組姿勢は、多くのお客
様から評価と信頼をいただいているものと
確信しております。

　近年、荷主企業、特にメーカーから、経営
面から捉えた全社的な視点での物流ネット
ワークや、施設のあり方についてのご相談を
いただくことが多くなっています。その背景
にあるのが、生産拠点の海外移転に伴う物
の流れの変化と言えます。
　以前は海外から原材料を調達し、港に入っ
た荷を工場へ運び、完成品を保管倉庫に運
んで、そこから国内流通拠点や、輸出のため
に港へ運ぶというのが一般的な流れであり、
当然、ロットも大きなものでした。ところがこ
の10年、特にリーマン・ショック以降、生産拠
点を海外に移す動きが活発になり、国外で生
産された完成品だけが、必要な量だけ国内
に流通するようになったのです。工場が少な

くなったため、原材料および完成品を保管す
る倉庫もいらない。大量の荷が入るわけで
はないため、これまで使用していた港に近い
倉庫はスペースが余っています。必要なのは
一時ストックするためのスペースだけであ
り、それも、より消費地に近い立地である必
要が出てきました。生産の場所が変われば、
物流のあり方も当然変わるわけです。
　

　当社では、半期に1度、荷主企業へのアン
ケートに基づく物量の短観を発表していま
す。それによると近年、国内の物流量は確実
に減少しており、今後もその傾向が続くとみ
られています。一方、ECの進展により小口の
配送数は拡大しており、こちらは今後、さらに
増加が見込まれています。つまり、我が国の
物流には、主に製造業に代表されるBtoBの
大口と、通販が主のBtoCの小口という2つ
の大きな流れがあり、それぞれに合わせた物
流ネットワークや、拠点のあり方が存在して
いるのです。こうした状況下、荷主企業には、
経営の観点から、さらなるコストダウンや効
率化、グローバル化に向けての新たな物流

戦略を立案しようという考えが生まれます。
そしてそのために、これまで発注してきた
3PL事業者に新たな提案を求めたり、時に
は業者自体の見直しを考えたりするのです
が、ここで問題となるのが、「ネットワークをど
う変えればいいかわからない」「物流要件や
入札要件が作れない」といった荷主側のノウ
ハウの不足です。
　確かに企業は本業に集中し、物流などはア
ウトソーシングするというのは、業務効率を
上げる上で正しい選択でした。しかし、重要で
あるマネジメントの部分まで、いわゆる“丸投
げ”をしていたため、社内に物流に関するノウ
ハウがほとんど蓄積されていない企業が、意
外にも多いのです。当然、新たな提案を受け
てもその良し悪しを判断できないので、改善
案の立案・ＲＦＰの作成に加え、提案を受けた
内容の評価まで支援してほしい、そういった
ご相談が増えてきている状況です。

　こうしたご依頼をいただき、物流改善・
3PL事業者の選定をお手伝いする際、我々
はまず、スコープ（対象となる業務・エリア・

モード等の範囲）を固め、その範囲における
現状把握を綿密に行います。具体的には、そ
の企業様の荷の物量がどれだけあって、どの
ように流れるのかなどを独自に分析します。
そして、その結果に、荷主企業が重きを置い
ている、例えば、コストダウンであったり、
BCPであったりといったポイントと照らし合
わせます。その上で、施設は適正か、それと
も変えるべきなのか。分散しているべきなの
か、あるいは集約させるべきか、集約するに
してもネットワークは今のままでいいのか。
どうすれば最も合理的なのかということを判
断していきます。
　例えば以前、ある企業から合理化につい
てのご相談を受けました。同社はこれまで、
事業部門ごとに荷の種類が違うからという理
由で、近距離に、倉庫を別々に設けていたの
です。当社としては当然、商品特性や作業内
容などを合理的に考えて1つに集約すること
を提案し、物流を全社的に管理するようにご
提案しました。周りから見れば当たり前のよ
うに見えることでも、1つの企業内でそれぞ
れの部門に物流担当部署があると、その壁
を越えて情報交換をし、さらにそれぞれの業
務を見直すのは、なかなか難しいのが実情
なのでしょう。
　また、EC系の企業でサービスレベルを上
げることで売上を向上させたいという場合、
一例ですが、受注から出荷、出荷からコン
シューマーへの到着までの両方のリードタイ
ムを短縮するための施策などが必要でしょう。
　ある保険会社では、お客様からの申込書な
どの書類を、全国の支店から社内ネットワー
クを利用して本社に送り、一括で管理してい
ました。しかし東日本大震災以降、BCPの観
点から、他拠点でも書類等の発着・事務処理・
保管等ができる機能を備えるようになりまし
た。今後は用紙などの在庫も多拠点化してい
く予定だそうです。保険金の支払いを絶対に
止めないためには、2拠点化によるネットワー
クの二重化が不可欠だったからです。
　一方、同じBCPといっても、物流拠点を湾
岸エリアから内陸へ移転させようと考えて
いた企業もありました。しかし、既存の物流
施設には多くのワーカーがいるわけで、その
人たちが何時間も離れた地域に通勤するこ
とを希望するはずがありません。移転を考え
る上では、こうした現実的な点も加味した対
応でなければ意味がないでしょう。
　このようにして、お客様にとってあるべき
物流戦略や拠点のあり方を考慮した上で、お
客様にとって、そこにあるべきだといえる最
適な物流拠点を提案し、3PL事業者の提案

を判断する上での基準にしていただきます。
もちろん、その場所に必ずしも最適な施設が
確保できるとは限りませんので、エリアの微
調整は必要になります。しかし、こうした判断
材料が、新しいネットワークを構築する上で、
どれぐらい期待効果がみられるかを算出す
るベンチマークになるのです。
　3PL事業者のプランには、手持ちの物件
があるからという理由で「ここが物流適地」
として提案してくるケースが往々にして存在
します。ですから、一見よさそうに見えても、
必ず裏取りをする必要があり、そのために
も、自社の物流における最適な立地を把握し
ておくことが必要不可欠なわけです。また、
もちろん物件の仕様や大きさ、人集めがしや
すい地域なのかといった調査も重要となる
でしょう。3PL事業者に対しては、作業人員
の調達方法や、実際の教育の手法などにつ
いても提案をしていただき、その内容を荷主
企業の業種や優先順位に照らし合わせて、ポ
イント評価することになります。

　物流施設に関しては、立地については幹
線道路やインターチェンジ・核輸送モードの
ターミナルなどに近いか、荷物の出入りの便
がいいかどうかが重要です。また、建物自体
の仕様でいえば、どんな構造か、荷重は耐え
られるか、免震構造か、セキュリティレベルは
どうか、必要なトラックバース数は確保でき
るのかなどの点が、一般的に重視されます。
それ以外の要件については、業種（取り扱う
商品など）によって異なります。小売り系で流
通加工の手間がかかるために人員が多く必
要なら、確保しやすいエリアかどうかが重要
ですし、施設自体がきれいで、CVSが近いこ
とにこだわる企業が多くなります。また、マル
チテナント型の賃貸施設なら、複数のテナン
トのコントロールができているかもポイント
でしょう。特にEC系の企業の場合、出荷件数
が多いので、トラックバースの数や、トラック
待機場所が確保できるかといった点も見逃
せません。
　一方、在庫保管型の施設を希望するなら、
多少古くて汚くても、コストが抑えられれば
それでいいといった選択もあり得ます。とは
いえ、あまりにも古いようであれば、「これで
荷主企業の要件が満たされますか」と追及
せざるを得ないでしょう。
　設備面の仕様については、本当にピンから
キリまでありますが、どんな仕様がいいのか
は、何を扱うか、あるいはどのように施設を

活用するかによって異なります。例えば、流
通加工として施設内でPCの組み立てをする
企業の場合、手元の照度を確保するために、
BTSで施設を開発し天井高を低くしました。
あるいはリペアパーツの倉庫ですが、修理部
隊が常駐していて、庫内の一部をオフィスの
ように活用している企業がいらっしゃいまし
た。こちらも、明るさや執務環境を考慮して、
大幅な変更を加えざるを得なかったのです。
　確かにこうした変更は、作業効率を上げる
上では有効かもしれませんが、その施設を出
るときには、原状回復のため余分なコストが
かかることになります。マルチテナント型の
施設なら、なおさらでしょう。経営環境が悪化
して、施設の集約や移転をしたいと思って
も、そのコストがネックとなって実現できな
いことも考えられます。ですから、最初の時
点で、その企業に合った施設を選ぶことが重
要なのです。

　ここまで、多くの荷主企業が抱える問題点
と、それに対する我々の考え方、実際に作業
をする3PL事業者の選定支援方法などを述
べてきました。繰り返しになりますが、今日、
物流が大きな転換期を迎えていることは間
違いありません。
　景気の良し悪しにかかわらず、荷主企業か
らいただくお話で多いのは、やはりコスト削
減を目的としたものです。と言っても、必ずし
も業績が悪いからということには限りませ
ん。効率化、合理化を推し進め、無駄なぜい
肉をそぎ落とし、先進的な物流に移行するこ
とで、結果的にコスト削減を図ろうというも
のです。
　一般論で言うと、経営的に見れば本業が優
先され、これまでは製品（商品）部門個別の
最適化などが先行し、全社横断的な視点に
立った物流部門の改善などは後手に回りが
ちだったと言えるでしょう。また、企業の成長
期や事業の拡大期などのイケイケの状況で
は、物流に関してはあまり考慮されず、後付
けになりがちだったのも事実です。
　しかし、業績が上がっている時だからこそ、
いずれ訪れるであろう次の低迷期を見据え
て、ある程度の資本を投下するなど、大胆な
物流改革も可能だといえます。物流が大き
な変革期を迎える中、景気が上向いている
今こそ、積極的な全社横断的な物流改革を
実行するのに最適なタイミングではないで
しょうか。
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物流マーケット情報

　私は、2006年より今日まで、物流施設を
中心とした事業用不動産に関する調査・コン
サルティング業務に従事してきました。その
中で近年感じるのは、荷主企業からの相談、
特に施設の選択に関するご相談に変化が表
れているということです。
　これまでのご相談の目的は、何と言っても
コスト削減が中心でした。物流にかかる総コ
ストを、いかに抑えることができるかに焦点
が置かれ、そのための物流施設の集約・移転
といった案件が大半を占めていました。つま
り、結果として大型施設に移転するとしても、
その目的は使用面積や支出の圧縮だったわ
けです。
　ところが、この1年ほどは積極的な拡大路
線が目立つようになり、それに伴った大型施
設への移転が増えてきているのです。この
要因は、いくつかあります。１つは企業の合
併に伴う物流拠点の再編です。日本企業の
M&A件数は、リーマンショック後一時は減少
していたものの、経済環境の回復に伴いこ
こ数年は回復傾向にあります。企業合併によ
り重複する拠点を統廃合する中で、より大型
の施設に集約移転しようとする動きが活発
になっているのです。また、業績が順調に伸
び店舗数を拡大している荷主企業では、既
存の物流施設では明らかにスペースが足り
なくなっています。そのため、すでにあるい
くつかの既存物流拠点を集約・統合して、配
送効率を高めるために、大型拠点へ移転す
る動きも継続しています。
　その他、従来は同じ企業グループ内でも、
各社ごと荷の種類によって分割して行われ
ていた物流機能を、集約する動きが増加し
ています。つまり、物流の合理化・最適化を目
指す動きが出てきているのです。さらに、荷
主企業では、ECへの進出といった新規ビジ
ネスへの参入に合わせ、既存ビジネスとのシ
ナジー効果を出すため物流再編に取り組む
企業もあります。　
　こうした動きは、3PL事業者に物流の一
切を“丸投げ”しているような企業ではあまり
見られず、主に自社内に物流機能を残してい
る企業に顕著な傾向であり、そうした企業か
らのご相談が増えているのが特徴です。ご相
談の目的がコストの削減であることは変わ
りませんが、従来は物流コストの総額を減少
させようとしていました。これに対し、今日で
は売上を上げるための戦略的な投資として
施設移転を考えてのことであり、売上に対す

る比率で予算を算出するようになった点が
大きな違いと言えます。

　こうした変化の背景として考えられるの
が、物流戦略が企業経営の根幹になってき
ている点でしょう。例えばアスクルは、以前は
注文を受けた商品を翌日に配送していまし
たが、現在では午前中に発注すれば、当日の
夕方には届くようになりました。アスクルな
らぬ“キョウクル”になったわけで、それが実
際、企業の差別化戦略となり、新たなニーズ
を生み、売上に直結するようになっていま
す。いわば、「物流で稼ぐ」時代が到来したわ
けです。ECを中心とした大手の通販企業は
いち早くそれに気づき、全体として、物流
サービスの向上を図るようになり、事実、そ
れに適合した企業だけが、業績を上げていま
す。一方、かつての主流だったカタログを媒
介とした通販企業は、すでに自社で拠点を構
えており、その既存のネットワークがかえっ
て足かせとなり、市場が求める即日配送など
のサービスに即座に対応できなかった面が
ありました。このことで差をつけられたよう
に見受けられます。
　つまり、受注から配送までのリードタイム

を短くするという「勝ち組」のビジネスモデ
ルが明確になった今日、生き残るためには物
流を強化せざるを得ない状況が生まれてい
るのです。
　これは言い換えれば、従来は本業のサ
ポート的役割として考えられていた物流が、
経営戦略上の重要な役割を担うようになっ
てきたということでしょう。そして、物流を企
業の戦力とするためには、部門毎の、あるい
はグループ企業毎の部分最適ではなく、全
体最適でなくてはなりません。部分最適で
勝負できるほどライバル社は甘くはなく、そ
うすることが企業の差別化戦略として競争
力の向上につながっていきます。それが結
果的にサービスレベルを向上させ、売上アッ
プ、さらにはトータルコストの削減につなが
ることに、多くの企業が気づき出したという
ことではないでしょうか。言うなれば、ロジス
ティックスが経営の根幹となり、より多く販
売して利益を上げるためには、きちんとした
物流施設とネットワークを構築することが不
可欠な条件になっているのです。私自身も
最近、とある荷主企業から、「全国一律に、翌
日の午前中に配送できる物流拠点体制に再
編するためには、全国を何拠点でカバーし、
どこに拠点を置くのが最適か」というご相談
を受けました。これが、ものを作り売るいず

れの企業も、避けて通れない経営課題に
なっています。

　ここまで述べてきたような状況から、物流
施設の集約・統合に伴って、よりコストパ
フォーマンスの高い大型物件に対するニー
ズが急速に高まっています。その動向が如
実に表れているのが「物流施設の2013年
問題」に関連する顛末でしょう。
　首都圏における大型物流施設の賃貸マー
ケットでは、2012年頃から「2013年問題」
がささやかれ始めました。2013年における
大型施設の供給が、過去最高だった2008
年に匹敵する25万坪強に上ることで供給過
剰に陥り、空室率が大幅に上昇して、賃料が
下落局面を迎えるのではないかと予測され
ていたのです。　
　しかし、フタを開けてみると、実際には前
述の通りの集約や統合、新規拠点を構える
積極的な動きがありました。結果的には、想
定をはるかに超える23万坪以上という過去
最大の需要があり、しかも1万坪クラスの
ニーズも吸収して、逆にマーケットは堅調な
推移を続けました。
　繰り返しになりますが、物流を変革させな
いと売上が伸びず、変革のためには攻めの
姿勢で配送効率の良いネットワークの再編
が必要であり、その器となるのが大型物流
施設なのです。
　2014年～2015年にも、多くの大型物
件が出てくる予定ですが、現在では荷主企
業のこうした拠点再編ニーズにより、順調に
埋まっていくのではないかという予想がな
されています。

　ここまで、大型物流施設の重要性とニー
ズの拡大についてお話ししてきました。大型
物流施設というと、BTSのシングルテナント
型であれ、マルチテナント型であれ、最初に
思い浮かぶのは賃貸物件でしょう。
　しかし、荷主となる企業が配送効率を高め
るため独自の設備・仕様にして、自社で施設
を構築するという選択肢もなくはありませ
ん。ですが、現実にはいくつかネックとなる
要因があります。
　まず、土地の取得に関してですが、実際に
物流施設構築を目的とした土地の買いニー
ズは急増しています。しかし、現在必要とさ
れる物流は消費財主体の荷であるため、配

送先は大都市圏。そのための適地といえる
都心に近いエリアには出物が少なく、仮に
あっても物流以外の用途のデベロッパーも
含め競合するライバルが多いため、価格が
高騰しやすい状況にあります。また、仮に土
地を取得しても、東日本大震災以降は建築
費の高騰が著しく、予想以上のコストがかか
ることを覚悟しなければなりません。さらに、
土地取得から計画の立案、建設、竣工までに
は何年もの時間がかかります。その間に
マーケットが変化し、拠点に対するニーズが
変わってしまう可能性もあり得ます。こうし
た理由から、自社保有施設ではなく、賃貸施
設を選択する企業が多いのです。こうした流
れを受けて、大手デベロッパーを中心に年間
数百億円レベルの新規開発が積極的に進め
られています。
　こうした賃貸物件、特にマルチテナント型
物流施設の人気が高い最大の要因は、主な
借り手が3PL事業者であることも一因とし
て挙げられます。荷主と3PL事業者との業
務契約は、1～4年程度と短いものであり、
その後は、再度コンペになる可能性が高くな
ります。そのため、3PL事業者としても3～
5年程度の契約期間で賃借が可能で、仮に
途中で契約先が変わっても対応できる、汎
用性の高いマルチテナント型に人気が集ま
るのは当然のことと言えるのです。

　次に物流拠点の立地について見てみま
しょう。荷の動きをもとに考えると、かつては
国内の工場で生産した製品を国内に配送す
るため、拠点は内陸に設けられることが多く
ありました。しかし、生産拠点が海外に移転
し、消費財として輸入されるようになると、大
きな人口を抱える首都圏であれば東京港な
どがその窓口となっています。ですから、一
時的にストックするための保管倉庫であれ、
消費者向けに配送するための物流センター
であれ、コンテナの数が多く頻度が高いほ
ど、港に近い方が総物流コストは安くなる傾
向にあります。
　また、実際に消費者に荷を届けるネット通
販企業にとっては、即日配送を強みとして他
社との差別化を図る上で、消費地に近い立
地に拠点を構えることが重要です。こうして
見ると、市川や浦安エリアの人気が高いこと
もうなずけます。ただし、近年では大型物流
施設が多く竣工したことや、周辺にショッピ
ングセンターなどが開発されたことから、
パートタイマーの争奪戦となり人材確保が

難しくなっているのもまた事実です。
　こうした中、圏央道のような新規道路網の
インフラが整備されたことにより、配送効率
が良くて賃料が安い内陸部に大型施設開発
がシフトしています。都心から北は八潮や三
郷、柏、流山など、西は厚木や海老名がその
エリアに当たります。BCPの観点からいって
も、湾岸部よりも安全性が高いと認識されて
いることも大きな要因で、実際に空室率も
5％を切っているような状況です。
　事実、流通加工などの作業が多い物流セ
ンターでは、人材の確保は重要な要件であ
り、その意味では、きれいで設備が整ってい
る大型賃貸施設の人気が高いのは当然で
しょう。中には、ライバルとなる施設が少なく
人材が確保しやすいことを強みとして、施設
開発を行うデベロッパーもいるほどです。
　我々としては、企業がドレージをたくさん
あげるのであれば、賃料が多少高くても総
コストで割安になる湾岸部を、逆に扱う荷の
単価とのバランスを考慮して安いものほど、
ドレージがかかってもペイできる賃料が安い
内陸部を中心に検討しています。

　物流施設を考える上では、物の流れ方と
その量、それに見合う施設の立地、かかる総
コストを相対的に判断する必要があります。
ですが、一般の企業には、ここが良さそうだ
という定性的な判断はできても、総コストを
定量的に調査してジャッジするノウハウまで
は、お持ちでないのが実情でしょう。
　例えば、企業にとって自社の店舗の分布か
ら考えてここが最適だ、という立地があって
も、必ずしもそこに適した物件があるとは限
りません。その意味で、当社では荷主企業に
対して、2つの視点でアドバイスしています。
1つは現状の店舗網と今後の店舗展開を把
握した上で、最適拠点を見つけて物件が出
てくるのを待つ手法。もう1つは、特に1～2
年以内に集約移転が必要な荷主企業です
が、その期限までに入居できる物件の中で、
立地と物件タイプを鑑みて物流総コストが
最も安くなるものがどれかを判断してコン
サルティングする手法です。
　そのためには、物流適地を判断する見識
と同時に、数年後を含めた将来的に空きそう
な物件の情報を持っていることも重要にな
ります。こうしたノウハウを蓄積し、お客様に
とって最適な物流拠点戦略を立案すること
が、我々コンサルタントの使命であると考え
ています。
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